
山口県地域防災計画（原子力災害対策編）新旧対照表 

 

現 行 修 正 案 備 考 

 

第Ⅰ編  総   則 

 

第５章 緊急事態区分等に応じた防護措置 

（略） 

第２節 緊急事態区分ごとの原子力発電所の状態等 

（略） 

 （注）１号機については、照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子

力規制委員会が定めたことから、以下に示すＥＡＬは適用せず、ＥＡＬ０１～０６及び５

５のみ適用する。 

  （１号機に適用しないＥＡＬ） 

   ＥＡＬ１１、２１、２４、２５、２７、２８、２９、３０、３１、４１、４２、４３、５

１、５２、５３ 

（注）２号機については、原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合してお

らず、原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない状況であるため、以下に示すＥＡＬ

は適用せず、ＥＡＬ０１～０６、３１及び５５のみ適用する。 

  （２号機に適用しないＥＡＬ） 

   ＥＡＬ１１、２１、２４、２５、２７、２８、２９、３０、４１、４２、４３、５１、５

２、５３ 

 

 第６章 防災関係機関の業務の大綱 

（略） 

  ６ 指定公共機関 

機関の名称 業  務  の  大  綱 

 

西日本旅客鉄道 

株 式 会 社 

(広 島 支 社      ) 

(新 幹 線 管 理 本 部      ) 

 

１  列車の運転規制に関すること 

２  旅客の避難、救護に関すること 

３  列車の運行状況、旅客の避難実施状況の広報に関すること 

４  災害時における鉄道車両等による救助救援物資の緊急輸送の協力に関すること 

５  鉄道施設の災害予防対策及び被災鉄道施設の応急復旧に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅰ編  総   則 

 

第５章 緊急事態区分等に応じた防護措置 

（略） 

第２節 緊急事態区分ごとの原子力発電所の状態等 

（略） 

（注）１号機及び２号機については、照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものと

して原子力規制委員会が定めたことから、ＥＡＬ０１～０６及び５５のみ適用する。 

  （削除） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 防災関係機関の業務の大綱 

（略） 

  ６ 指定公共機関 

機関の名称 業  務  の  大  綱 

 

西日本旅客鉄道 

株 式 会 社 

(中国統括本部      ) 

(山陽新幹線統括本部) 

 

１  列車の運転規制に関すること 

２  旅客の避難、救護に関すること 

３  列車の運行状況、旅客の避難実施状況の広報に関すること 

４  災害時における鉄道車両等による救助救援物資の緊急輸送の協力に関すること 

５  鉄道施設の災害予防対策及び被災鉄道施設の応急復旧に関すること 
 

 

２号機冷却告

示の公布に伴

う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係機関の組

織改編に伴う

変更 



山口県地域防災計画（原子力災害対策編）新旧対照表 

現 行 修 正 案 備 考 

 

第Ⅱ編  原子力災害事前対策 

第１章 災害応急体制の整備 

 

（略） 

 

第２節 県の体制の整備 

（略） 

２ 災害対策本部設置時 

県は、内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合又は知事が必要と認めた

場合には、速やかに災害対策本部を設置するものとする。 

区分 配備体制 
本庁 

出先機関 職員配備基準 
配備課 

全面緊急事態 

（Cレベル） 
 

原子力非常体制 （略） 
産 業 戦 略 部 

（略） 
商 政 課 

 各部長が必要と

認める人員及び
課長 
 

 

第４章 原子力災害医療体制の整備 

  第１節 原子力災害医療体制の整備 

 （略） 

第 1項 救護所 

救護所は、搬送されてくる患者に対して、一般の救急診療の対象となる傷病への対応を含

む初期診療（拭き取りや脱衣等の簡易な除染や救急処置等）を行うものとする。 

また、専門的又は高度専門的な医療を要する汚染・被ばく患者の選別を行い、必要に応じ

て原子力災害拠点病院又は高度被ばく医療支援センターへの搬送について判断するものと

する。 

 

  第２項 原子力災害拠点病院 

原子力災害拠点病院は、救護所で対応が困難な汚染・被ばく患者に対し除染措置及び専門

的な医療対応を行うものとする。 

また、必要に応じて入院診療により、局所又は全身に高線量を被ばくした患者、内部被ば

くの可能性がある者の診療の開始、合併症の根本的な治療の開始等を行うものとする。 

なお、臨床的な処置に必要な線量評価は、高度被ばく医療支援センターの協力を得ながら

行うものとする。 

さらに、高度専門的な医療を要する汚染・被ばく患者の選別を行い、必要に応じて高度被

ばく医療支援センターへの搬送について判断するものとする。 

 

  第３項 高度被ばく医療支援センター 

高度被ばく医療支援センターは、救護所及び原子力災害拠点病院では対応が困難な重篤な

外部被ばくや内部被ばくの患者及び重篤な合併症を持つ患者等について、対応するものとす

る。 

高度被ばく医療支援センターは、ブロックごとに国が選定した被ばくに対する高度専門医

療を担う機関であり、線量評価、放射線防護、診療等に係る関係機関の協力により詳細な線

 

第Ⅱ編  原子力災害事前対策 

第１章 災害応急体制の整備 

 

（略） 

 

第２節 県の体制の整備 

（略） 

２ 災害対策本部設置時 

県は、内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合又は知事が必要と認め

た場合には、速やかに災害対策本部を設置するものとする 

区分 配備体制 
本庁 

出先機関 職員配備基準 
配備課 

全面緊急事態 

（Cレベル） 
 

原子力非常体制 （略） 
（削除） 

（略） 
産 業 政 策 課  

 

 

各部長が必要と

認める人員及び
課長 
 

 

第４章 原子力災害医療体制の整備 

第１節 原子力災害医療体制の整備 

 （略） 

第 1項 救護所 

救護所は、搬送されてくる患者に対して、一般の救急診療の対象となる傷病への対応を含

む初期診療（拭き取りや脱衣等の簡易な除染や救急処置等）を行うものとする。 

また、専門的又は高度専門的な医療を要する汚染・被ばく傷病者等の選別を行い、必要に

応じて原子力災害拠点病院又は高度被ばく医療支援センターへの搬送について判断するも

のとする。 

 

第２項 原子力災害拠点病院 

原子力災害拠点病院は、救護所で対応が困難な汚染・被ばく傷病者等に対し除染措置及び

専門的な医療対応を行うものとする。 

また、必要に応じて入院診療により、局所又は高線量被ばく傷病者等や、軽度の内部被ば

くの可能性がある者の診療の開始、汚染を伴う合併損傷の治療の開始等を行うものとする。 

なお、臨床的な処置に必要な線量評価は、高度被ばく医療支援センターの協力を得ながら

行うものとする。 

さらに、高度専門的な医療を要する汚染・被ばく傷病者等の選別を行い、必要に応じて高

度被ばく医療支援センターへの搬送について判断するものとする。 

 

第３項 高度被ばく医療支援センター 

高度被ばく医療支援センターは、救護所及び原子力災害拠点病院では対応が困難な重篤な

外部被ばくや内部被ばくの傷病者等及び重篤な合併症を持つ傷病者等について、対応するも

のとする。 

高度被ばく医療支援センターは、ブロックごとに国が選定した被ばくに対する高度専門医

療を担う機関であり、線量評価、放射線防護、診療等に係る関係機関の協力により詳細な線

 

 

 

 

記載の適正化 

【組織改編を

反映】 

 

 

 

 

 

記載の適正化

【山口県原子

力災害医療活

動マニュアル

を反映】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

量評価等を行う。 

 

第２節 原子力災害医療体制の整備 

第１項 県 

（略） 

【原子力災害医療本部の構成及び所掌業務】 

（略） 

〈現地作業グループ〉 

簡易除染班  被ばく者に対する簡易除染及び除染後の再検査等 

診断班  被ばく者の原子力災害拠点病院への搬送判断 

（略） 

 

  

２ 国等に対する協力要請 

県は、必要に応じて、国立病院機構、国立大学附属病院、県立病院機構をはじめ地域の基

幹医療機関に対し、医師、看護師、薬剤師、診療放射線技師等の人員の派遣及び薬剤、医療

機器等の提供を要請するものとする。 

医療救護班等は、必要に応じて放射線医学総合研究所、国立病院機構及び国立大学附属病

院を中心に、各医療機関から派遣された医療関係者等からなる被ばく医療に係る医療チー

ムの指導を受けるなどにより、国、指定公共機関、原子力事業者等と連携して、災害対応の

状況や対象区域等に応じた住民等の避難退域時検査、簡易除染等を実施するとともに必要

に応じて治療を行うものとする。 

また、避難所等における住民の健康管理を行うものとする。 

 （略） 

第３項 関係消防機関 

関係消防機関は、県の原子力災害医療本部の要請により、救急搬送を要する被ばく者及び

一般傷病者を原子力災害拠点病院又は医療機関に搬送するものとする。 

第４項 関係医療機関 

県は、日本赤十字社山口県支部、一般社団法人山口県医師会、公益社団法人山口県歯科医

師会、一般社団法人山口県薬剤師会、公益社団法人山口県看護協会、一般社団法人山口県診

療放射線技師会、原子力災害拠点病院、国立病院機構、県立病院機構等の関係医療機関に対

し、被ばく者及び一般傷病者の医療救護に係る協力を要請するものとする。 

（略） 

   

第６項 国 

   国（原子力規制委員会）は、県災害対策本部長から応援協力活動の要請があった場合、又

は自らの判断により、被ばく医療に係る医療チームを派遣し、原子力災害医療本部長に指導、

助言等を行うものとする。  

また、被ばく医療に係る医療チームは、被ばく者（被ばくしたおそれのある者を含む。）に

対する診断及び処置について、救護所及び原子力災害拠点病院の医療関係者等を指導すると

ともに、自らもこれに協力して医療活動を行うものとする。 

量評価等を行う。 

 

第２節 原子力災害医療体制の整備 

  第１項 県 

 （略） 

 【原子力災害医療本部の構成及び所掌業務】 

（略） 

〈現地作業グループ〉 

簡易除染班  被ばく傷病者等に対する簡易除染及び除染後の再検査等 

診断班  被ばく傷病者等の原子力災害拠点病院への搬送判断 

（略） 

 

 

２ 国等に対する協力要請 

県は、必要に応じて、国立病院機構、国立大学附属病院、県立病院機構をはじめ地域の基

幹医療機関に対し、医師、看護師、薬剤師、診療放射線技師等の人員の派遣及び薬剤、医療

機器等の提供を要請するものとする。 

医療救護班等は、必要に応じて放射線医学総合研究所、国立病院機構及び国立大学附属病

院を中心に、各医療機関から派遣された医療関係者等からなる原子力災害医療に係る医療

チームの指導を受けるなどにより、国、指定公共機関、原子力事業者等と連携して、災害対

応の状況や対象区域等に応じた住民等の避難退域時検査、簡易除染等を実施するとともに

必要に応じて治療を行うものとする。 

また、避難所等における住民の健康管理を行うものとする。 

 （略） 

第３項 関係消防機関 

関係消防機関は、県の原子力災害医療本部の要請により、救急搬送を要する被ばく傷病者

等及び一般傷病者を原子力災害拠点病院又は医療機関に搬送するものとする。 

第４項 関係医療機関 

県は、日本赤十字社山口県支部、一般社団法人山口県医師会、公益社団法人山口県歯科医

師会、一般社団法人山口県薬剤師会、公益社団法人山口県看護協会、一般社団法人山口県診

療放射線技師会、原子力災害拠点病院、原子力災害医療協力機関、国立病院機構、県立病院

機構等の関係機関に対し、被ばく傷病者等及び一般傷病者の医療救護に係る協力を要請する

ものとする。 

（略） 
 

 
第６項 国 

   国（原子力規制委員会）は、県災害対策本部長から応援協力活動の要請があった場合、又

は自らの判断により、原子力災害医療に係る医療チームを派遣し、原子力災害医療本部長に

指導、助言等を行うものとする。  

また、原子力災害医療に係る医療チームは、被ばく傷病者等（被ばくしたおそれのある者

を含む。）に対する診断及び処置について、救護所及び原子力災害拠点病院の医療関係者等を

指導するとともに、自らもこれに協力して医療活動を行うものとする。 

記載の適正化

【山口県原子

力災害医療活

動マニュアル

を反映】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口県地域防災計画（原子力災害対策編）新旧対照表 

現 行 修 正 案 備 考 

 

第Ⅲ編  緊急事態応急対策 

 

 

第１章 活動体制の確立 

 

第１節 災害対策本部の設置等の基準 

 

第１項 災害対策本部の設置 

 

（略） 

２  災害対策本部の組織 

災害対策本部の組織は、本部長（知事）、副本部長（副知事）及びその下に設置され

る各対策部並びに本部長の指示を受け災害現地において災害対策業務に当たる災害対

策地方本部（地域の出先機関）をもって構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅲ編  緊急事態応急対策 

 

 

第１章 活動体制の確立 

 

第１節 災害対策本部の設置等の基準 

 

第１項 災害対策本部の設置 

 

（略） 

２  災害対策本部の組織 

災害対策本部の組織は、本部長（知事）、副本部長（副知事）及びその下に設置さ

れる各対策部並びに本部長の指示を受け災害現地において災害対策業務に当たる災害

対策地方本部（地域の出先機関）をもって構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

【組織改編を

反映】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（略） 

 

第２項 災害対策本部の運営 

（略） 

２  部 

部は本庁における災害対策活動実施組織として、本部員会議の決定した方針に基づき

災害対策業務の実施に当たる。 

災害対策本部に置く部及び構成する組織は、次のとおりとする。 

部  の  名  称 部を構成する組織 部    長 副  部  長 
総 務 部 
総 合 企 画 部 
東 京 連 絡 部 
産 業 戦 略 部 
環 境 生 活 対 策 部 
災 害 救 助 部 
商 工 労 働 対 策 部 
観光スポーツ文化対策部 
農 林 水 産 対 策 部 
土 木 建 築 対 策 部 
経  理  部 
企 業 対 策 部 
文 教 対 策 部 
公 安 部 

総 務 部 
総 合 企 画 部 
東 京 事 務 所 
産 業 戦 略 部 
環 境 生 活 部 
健 康 福 祉 部 
商 工 労 働 部 
観光スポーツ文化部 
農 林 水 産 部 
土 木 建 築 部 
会 計 管 理 局 
企 業 局 
教 育 庁 
警 察 本 部 

総 務 部 長 
総 合 企 画 部 長 
東 京 事 務 所 長 
産 業 戦 略 部 長 
環 境 生 活 部 長 
健 康 福 祉 部 長 
商 工 労 働 部 長 
観光スポーツ文化部長 
農 林 水 産 部 長 
土 木 建 築 部 長 
会 計 管 理 局 長 
公 営 企 業 管 理 者 
教 育 長 
警 察 本 部 長 

総 務 部 次 長 
総 合 企 画 部 次 長 
東 京 事 務 所 次 長 
産 業 戦 略 部 次 長 
環 境 生 活 部 次 長 
健 康 福 祉 部 次 長 
商 工 労 働 部 次 長 
観光スポーツ文化部次長 
農 林 水 産 部 次 長 
土 木 建 築 部 次 長 
会 計 課 長 
企 業 局 長 
副 教 育 長 
警 備 部 長 

（注）部を構成する組織には、当該組織の出先機関を含むものとする。 

 

（略） 

 

第３項 班の編制及び所掌事務 

 

部 班 担 当 課 部  の  所  掌  事  務 

（略） （略） （略） （略） 

産業戦略部 
 

産業連絡総務 
 

産業戦略部 １  部内及び本部室班との連絡調整に関すること  

総合企画部 協力班 
統計分析課 
中山間地域づくり推進課 
市 町 課 

12  当該課の災害対策関連事務の処理  
13  部内の各班、他部の応援に関すること 

商工労働 
対策部  
 

商工総務 商 政 課 
１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること         
２  商工業、鉱業施設の被害調査及び応急復旧に関する

こと    
３  火薬類の保安対策に関すること  
４  生活物資の確保、復旧復興資材の安定供給の要請に

関すること                                                     
５  電力の安定供給についての要請に関すること 
６  その他応急商工業対策に関すること 

（略） （略） （略） 

 
協力班 新産業振興課 

企業立地推進課 
12  当該課の災害対策関連事務の処理  
13  部内の各班、他部の応援に関すること 

 

（略） 

 

第２項 災害対策本部の運営 

（略） 

２  部 

部は本庁における災害対策活動実施組織として、本部員会議の決定した方針に基づき

災害対策業務の実施に当たる。 

災害対策本部に置く部及び構成する組織は、次のとおりとする。 

部  の  名  称 部を構成する組織 部    長 副  部  長 
総 務 部 
総 合 企 画 部 
東 京 連 絡 部 
（ 削 除 ） 
環 境 生 活 対 策 部 
災 害 救 助 部 
産 業 労 働 対 策 部 
観光スポーツ文化対策部 
農 林 水 産 対 策 部 
土 木 建 築 対 策 部 
経  理  部 
企 業 対 策 部 
文 教 対 策 部 
公 安 部 

総 務 部 
総 合 企 画 部 
東 京 事 務 所 
（ 削 除 ） 
環 境 生 活 部 
健 康 福 祉 部 
産 業 労 働 部 
観光スポーツ文化部 
農 林 水 産 部 
土 木 建 築 部 
会 計 管 理 局 
企 業 局 
教 育 庁 
警 察 本 部 

総 務 部 長 
総 合 企 画 部 長 
東 京 事 務 所 長 
（ 削 除 ） 
環 境 生 活 部 長 
健 康 福 祉 部 長 
産 業 労 働 部 長 
観光スポーツ文化部長 
農 林 水 産 部 長 
土 木 建 築 部 長 
会 計 管 理 局 長 
公 営 企 業 管 理 者 
教 育 長 
警 察 本 部 長 

総 務 部 次 長 
総 合 企 画 部 次 長 
東 京 事 務 所 次 長 
（ 削 除 ） 
環 境 生 活 部 次 長 
健 康 福 祉 部 次 長 
産 業 労 働 部 次 長 
観光スポーツ文化部次長  
農 林 水 産 部 次 長 
土 木 建 築 部 次 長 
会 計 課 長 
企 業 局 長 
副 教 育 長 
警 備 部 長 

（注）部を構成する組織には、当該組織の出先機関を含むものとする。 

 

（略） 

 

第３項 班の編制及び所掌事務 

 

部 班 担 当 課 部  の  所  掌  事  務 

（略） （略） （略） （略） 

（削 除） 
 

（削 除） 
（削 除） （削 除） 

総合企画部 協力班 
統計分析課 
中山間地域づくり推進課 
市 町 課 
やまぐち未来のまち開発室 

12  当該課の災害対策関連事務の処理  
13  部内の各班、他部の応援に関すること 

産業労働 
対策部  
 

産業労働総務 産業政策課 
１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること         
２  商工業、鉱業施設の被害調査及び応急復旧に関する

こと    
３  火薬類の保安対策に関すること  
４  生活物資の確保、復旧復興資材の安定供給の要請に

関すること                                                     
５  電力の安定供給についての要請に関すること 
６  その他応急商工業対策に関すること 

（略） （略） （略） 

 
協力班 イノベーション推進課 

企業立地推進課 
産業脱炭素化推進室 

12  当該課の災害対策関連事務の処理  
13  部内の各班、他部の応援に関すること 

 
 
 
 
 
 
 

記載の適正化 

【組織改編を

反映】 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

【組織改編を

反映】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



観光スポーツ 
文化対策部 
 
 

 
（略） 

 
（略） 
 

 
（略） 

協力班 
 

観光プロモーション推進室 
インバウンド推進室 

スポーツ推進課 
文化振興課 
県史編さん室 

７ 当該課（室）の災害対策関連事務の処理 
８ 部内の各班、他部の応援に関すること 
９ 被災文化財の保護、修復に関すること 
 

土木建築
対策部 （略） （略） （略） 

都市施設対策 都市計画課 14  市街地内の緊急路の確保に関すること  
15  避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対策

に関すること  
16  都市公園、公共下水道等の都市施設に係る被害調査

の取りまとめ及び応急復旧に関すること 

17 流域下水道施設の被害調査及び応急復旧に関するこ
と 

（略） （略） （略） （略） 

文教対策部 

 

学校教育 教 職 員 課 

義 務 教 育 課 

高 校 教 育 課 

特別支援教育推進室 

７  応急教育の実施に関すること  
８  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関

すること  

９  学校施設における避難者の救援活動への協力に関す
ること 

 

 

（略） 

 

第８章 防災業務関係者の安全確保 

 

第１節 防災業務関係者の被ばく管理・安全管理 

県は、防災業務関係者が被ばくする可能性のある環境下で活動する場合は、現場指揮者と

連携を密にし、適切な被ばく管理を行うとともに、災害特有の異常心理下での活動において

冷静な判断と行動が取れるよう配意するものとする。 

また、二次災害発生の防止に万全を期するため、防災業務関係者相互の安全チェック体制

を整えるなど安全管理に配意するものとする。 

なお、感染症の流行下においては、防災業務関係者自身の健康管理に十分配慮するととも

に、防災業務関係者は、個人用防護具を装着する、手指消毒を徹底するなど、感染症対策に

十分配慮するとともに、不特定多数の者が触れる箇所や共用品は、定期的に消毒を実施する

ものとする。 

 

（略） 

 

  第３節 防災業務関係者の放射線防護 

１ 防災業務関係者の放射線防護については、あらかじめ定められた緊急時の防災関係者

の放射線防護に係る基準に基づき行うものとする。 

 

 

（略） 

観光スポーツ 
文化対策部 
 
 

 
 
 

 
（略） 

 
（略） 
 

 
（略） 

協力班 
 

観光プロモーション推進室 
インバウンド推進室 

スポーツ推進課 
文化振興課 
(削除) 

７ 当該課（室）の災害対策関連事務の処理 
８ 部内の各班、他部の応援に関すること 
９ 被災文化財の保護、修復に関すること 
 

土木建築
対策部 （略） （略） （略） 

都市施設対策 都市計画課 
山口きらら博記念公園 
交流拠点化推進室 

14  市街地内の緊急路の確保に関すること  
15  避難地、避難施設となった都市公園施設の安全対策

に関すること  
16  都市公園、公共下水道等の都市施設に係る被害調査

の取りまとめ及び応急復旧に関すること 

17 流域下水道施設の被害調査及び応急復旧に関するこ
と 

（略） （略） （略） （略） 

文教対策部 学校教育 教育情報化推進室 

教 職 員 課 

義 務 教 育 課 

高 校 教 育 課 

特別支援教育推進室 

７  ICT機器等を活用した応急教育の実施に関すること  
８  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関

すること  

９  学校施設における避難者の救援活動への協力に関す
ること 

 

（略） 
 
第８章 防災業務関係者の安全確保 

 
第１節 防災業務関係者の被ばく管理・安全管理 

県、市町、関係機関及び原子力事業者等は、防災業務関係者が被ばくする可能性のある環

境下で活動する場合は、現場指揮者と連携を密にし、適切な被ばく管理を行うとともに、災

害特有の異常心理下での活動において冷静な判断と行動が取れるよう配意するものとする。 

また、二次災害発生の防止に万全を期するため、防災業務関係者相互の安全チェック体制

を整えるなど安全管理に配意するものとする。 

なお、感染症の流行下においては、防災業務関係者自身の健康管理に十分配慮するととも

に、防災業務関係者は、個人用防護具を装着する、手指消毒を徹底するなど、感染症対策に

十分配慮するとともに、不特定多数の者が触れる箇所や共用品は、定期的に消毒を実施する

ものとする。 

 

（略） 

 

第３節 防災業務関係者の放射線防護 

１ 防災業務関係者の放射線防護については、国が定めた緊急事態応急対策を行う防災関

係者の放射線防護に係る基準を適用し、行うものとする。なお、被ばくの可能性がある

環境下での活動を要請された組織は、要請した組織と協議して定めることができるもの

とする。 

（略） 

記載の適正化 

【組織改編を

反映】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

との整合 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

との整合 

 

 


